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産業にお ける情報化
一 乗軟性技術の 進展様式 -
生産技術 の 発展
大塚 先
社会文化科学研究科
(1) 情報化の 動向
産業活動の 情報化は ､ コ ン ピ ュ ー タの 導入 と並行 して進められて きた ｡ そ こ で ､ まず コ
ン ピ ュ ー タお よび 関連技術 の展 開 を､ 時期区分を明 らか にする こ とを目的と して ､ た ど っ
てお く ｡ 表1 は ､ コ ン ピ ュ ー タ 技術, 通信技術 の発 達史を主な事柄に着目 して 並 べ た もの
で あ る｡ コ ン ピ ュ ー タは ､ そ の 使用 目的､ そ して 使用されて い る部品 の性質か らみて ､ 按
じめ は巨大な装置と して 登場 した. 大 きさは､ 高さ 3
-
メ ー トル ､ 幅1 メ ー トル ､ 長さ4 5
メ ー トル ､ 重量3 0トン を持ち ､ 1 8 . 0 0 0本 の 真空管で構成された ｡ 目的に つ い て い
え ば ､ 複雑な大砲弾道計算を行うため の軍事的用途 に置か れて い た｡ そ して ､ 部品 に は真
空管とリ レ ー が使用 され て い た｡ こ の 第 一 世代と い われる機械 を出発点と して ､ そ の 後技
術が急速に発展 し ､ 第二 世代から第三 ､ 第四 ､ そ して第五世代 へ と続 い て い く ｡ 技術 の革
新に伴 い部品 ､ 素子 の集積化､ ′ト型化がすすみ ､ 工C (Integr ate d C ir cu it) 技術に基
づく マ イク ロ プ ロ セ ッ サが開発され ､ いわ ゆる 凹E (Mic r o Ele ctr o nic s) 技術が様々
な領域に導入 されて い く ｡
表 1 コ ン ピ ュ ー タ技術の発展
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1) この 掛も 以下の轄文 献を歩解 しなカー ら作成 した｡
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コ ン ピ ュ ー タ の 発 展 ､ 利用 の歴史を振り返 っ て み る と ､ 1 9 7 0年頃が 一 つ の 大 きな画期
で ある と言 えるo 理 由の 第 一 は ､ ソフ トウ エ ア を ､ ハ ー ドウ エ ア ､ つ まり o s(ope r ating
syste m) や 基本的 なプ ロ セ ッ サ と切 り離 して 提供 ､ 販 売するア ン バ ン ドリ ン グ政策が実
施された の が 1 9 6 9年で あり ､ これ以後､ コ ン ピ ュ ー タ の 商業的利用 が開かれ る条件が急
速 に広 が る ｡ 1) そ して 第二 は ､ イ ン テル が 4 ビ ッ トの マ イ ク ロ プ ロ セ ッ サ卑開発 した
の が 197 1年で ある｡ これ ら二 つ の 事柄を契機 に して 産業活動 の様々 な局面に ､ コ ン ピ ュ
ー タが浸透 して いく の で ある o それ らは ｢コ ン ピ ュ ー タ革命+｢凹E 革命+ な どと呼ばれ たo
上記 の過程が どのく ら い 急速に進行 した か は､ 表2 か ら明らか で あろう｡ 産業の 米とい
わ れ る基礎 素材は ､ か っ て は鉄鋼で あ っ た. それ が 半導体 - と っ て 変わ っ て い く . N C
(N Ⅶ n e ric ai co ntr ol) 工 作機導入 か ら始まり ､ 産業用 ロ ボ ッ トが 普及 して いく o とく
に 日本国内で は 19 8 0年以 降ロ ボ ッ トの急速な増加 が見て取れる｡ ソフ トウエ ア 開発 を中
心 とする情報サ ー ビ ス 業の 場合は ､ ハ ー ドウ エ ア の 分野 からやや遅れ て ､ 1 9 8 0年代の
後半か ら売上額が増大 し ､ 1 9 9 0年代の は じめに そ の ピ ー ク を迎えるの で ある｡ これ に
比 べ て 民生用電子機器は 1 9 90年時点ではそれほ ど増加 して い ない ｡ コ ン ピ ュ ー タ の 使
用 に基盤を置く情報化 が ､ まずは生産活動の 領域で展開された ｡
表2 情報化の動向
辛
1973
電子計井横
稼働台数
傍観サー ビス蕉
売上苗
･
M E棟器の生産指数 (販売額) 1973年 - 100
半導体 電子 N C 産業用 民生用
73年 ニ ュ00 73年 - 100 集横回路 計井棟 工作機械 ロ ボ ッ ト 電子機港
100 loo 100 loo 100 100 100
1974 136 147 116 125 123 113
104
1975 174 ■165 ユ11 115 84 81 93
1916 ZO5 184 186 131 108 120 130
1977 236 247 196 152 170
24O 1 27
1978 279 275 266 193 227 256
■ 119
1979 342 357 363 222 432 369 131
1980 418 401 545 249 714 申45 168
1981 5u 484 657 286 91ヰ 1.201 210
1982 616 546 786 344 888- i.949 203
1983 744 656 1,098 4 20 898 2.636 223
1984 873 830 2.988 6L7 I,242 5.910
274
1985 i.070 935 1.772 715 1.482 6.386
284
1986 I.415 1.147 1,703 830 1.285 5.680
255
1987 1,744 1.377 1,841 933 1､024 5.062
227
1988 2,265 1.974 2.392 ∫.078 1,306 7.526
24 1
1989 2.605 2,857 1. 98 1.751 9.363 236
1990 3.516 2.824 1.231 2,076 11.648 2
48
出所) 1 遜 産省 博:･T
･計井横軸人丁取網 剖 (88年まで)a
2 油産省l特定サ ー ビス 産兼実態 粥査報告割 (情報サ
ー ビス業) 各年版o
3 逮某省r横棟耗計年報J 各年版上り作成｡
出典) 坂本､ 2 1頁
こ の こと の 計量的な把握も試み られ て い る｡ 情報産業と い うカテ ゴ リ ー が設定され て ､
情報化 の 度合 い を量的に表示する ことが可能とな っ て い る Q た とえば ､ 広松
･ 大平 は 情報
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産 業と情報支援産業と い う区分を行 い ､ 後者 の 情報支援産業をさ らに情報支援財と情報支
援サ ー ビス と に分類 した ｡ これ を基に して 日本の 情報産業を計測 した結果 ､ 1 9 8 5年時
点 で ､ 情報経済部門 の 付加 価値は ､ 全産業の 3 4. 8%を占めて い る ｡ (秋山 ､ 6 7′ 77 貢)0
そ して ､ ｢情報経済を分析 し て い く と ､ 組織内情報部門 の ウ エ - トがきわ めて 大き い ｡ ･
- こ の こ と は ､ 情報経済が組織内情報活動 ､ 産 業の 情報化に よ っ て 牽引されて い る こと
を示 して い る+ ( 秋山､ 7 8頁)0
(2) コ ン ピ ュ ー タ の利用
産業にお け る コ ン ピ ュ ー タ利用 の概要を ､ 吉井に従 っ て 四 つ の 時期区分と して とら えて
お こうo 表 3が それ で ある ｡ 生産領域 - の コ ン ビ ュ - タ の 導入 は ､ 基幹業務 の 効率的処 理 ､
生産プ ロ セ ス の 一 貫制御と い う定型的 ､
●
連続的処理 の 面で の機械化と して まずス タ ー ト し
た ｡ これ に よ っ て 人手 で行 っ て い た こ とを機械 ､ つ まり コ ン ピ ュ
ー タ で置き換 える と い う
意味で の省力化が達成され た｡ 多く は数値デ ー タ (数量化可能な) を扱 っ て い た ｡ 第二 期
は ､ 汎用機 を使 っ た基幹業務処理 が企 業内ネ ッ ト ワ
ー ク - と発 展する とともに ､ そ こ で残
され た非定形 的業務 が ス タ ン ド ･ ア ロ ン の パ - ソナ ル ･ コ ン ピ ュ ー タ ､
を使 っ て 行われ るo 製造業 で はフ ァ ク トリ ー ･ オ ー トメ ー シ ョ ン (F A)
マ ニ ュ フ ァ ク チ ャ リ ン グ ･ シ ス テ ム (FM S)､ 事務部門で は オ フ イ
`
ス ･
(o A) と して 業務が再編成され て い く ｡
表 3 座業におけるコ ンピュ ー タ利用
ワ ー ドプロ セ ッ サ
′
フ レク シ プ ル ･
オ ー トメ ー シ ョ ン
辛 1980 1990 2000l f l
時 期 区 分 第 1 糊 / 革2期 / 解3 期 / 妨4期
主 な 目 的 省力化 (人手代替) ＋内市有効性(従業月満足) ＋外離有効性傭 客満足) ＋企 業間連携
＋環境資化へ の 対応 ＋蛾争俵位 l耶と1嘘耕1)
-
Pp ミュこトション
扱 う 情 報 故値 ･ 大泉 ＋文字 ＋画像 す
べ で
(マ )t'チメ デ ィ ア)
適 用 業 務 基幹( # 円内) 定型業務＋ 一 部の非定型乗務 l羊毛丑薫1柁含むすべてQ)‡書 す べ て
シ ス テ ム 汎用捜 /典 中 ＋基幹ネットワ ー クの拡大 ＋クライアン トサ ー バ ー イ ン トラ ネッ ト
基幹 ネ ッ トワ + ク ＋ス,ンF7ロンq)I(
I
)コ
1
/･ワイロ 多重ネットワ ー ク エ ク ス トラネ ッ ト
範 囲 部 門内 企幕内 企薬脚 ＋粥焚者･ユ ー ザ ー 直結
問蔑 ･ 内部 ソ 7 ト開希 十委託ソ 7 ト開蒐 パ ッケ ー ジ･ソフト購入 ア ウトソ ー シ ン グ
運用 主体 憤報シ ステ ム 部 ＋･外部(ソ7トウエア銘菓)システム･イ汗ル ー†け竹
'
J-チ_)T ASP
キ ー ワ ー ド A D P./E DP OA. E
- m ail
:
I
I
S
MトBP_Rc ALS
E C. 1 人1 由
M IS SA =P OS･
FA= FM S
バ ー チャル･コ ー ポレ ー ション
モ バイ ル
注: ＋ は ､ そ の 折 の 時期 の 事項にさらに加わ っ た 事項を示す
出赦:吉井 ､ 92 頁
製造過程 の情報化は自動化 の 過程で もあ っ たo それ は ､ NC 2) 工作機 を経て ､ F M苧 へ と
移行 し､ F A と して 完成され る｡ 新家 に よれ ば､ こ の 過程は 5 段階 に分類整理 され るo 第
- 段階は 1 9 5 0年代 の N C 工 作機が使用され た時期 ､ 第二 は直接的 に数値制御 を行う
DN C が導入 され ､ 工 作機械 が複数台 ､ 統括的に制御され た時斯 ､ 第 三 は制御に コ ン ピ ュ
ー タ を使い ､ コ ン ピ ュ ー タ制御 ､ 産業用ワ ポ ッ ト､ マ シ ニ ン グセ ン タ
ー が出現 した時期 ､
第四 はそれ を基に 工 場全体 をフ レ キシ ブル に結合 し､ フ レ キ シ プ ル 生産シ ス テ ム
へ と発展
し､ そ して 第 5段階と して ､ C AD (co mpute r A i ded De sign)､ C A M(co mpute r Aided
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Man ufa ctu rin g) 等の 生産情報管理 シ ス テ ム と統合された FA の時期で あ る(新家
･ 星野 ､
1 5 9- 1 6 0頁)0
産業にお ける コ ン ピ ュ ー タ利用 の 区分 から見た第 三期は ､ 統合化､ シ ス テ ム 化と して特
徴づ けられ る ｡ ダウ ンサイ ジ ン グを前提と したオ
ー プ ン シ ス テ ム ､ 異機種間統合､ 経営シ
ス テ ム と の 連携 ､ 生産か ら販売ま で の 一 貫 した シ ス テ ム の構築 ､ な どで ある c
そ して第 四期は ､ 現在 か ら将来 へ 向か っ て の 時期で ある｡ これ か ら展開 して いく で あろ
う萌芽的特徴を含んで い る｡ 情報 ､ 手段が 限定されず , また つ ながりも企業間､ 企 業と消
費者 ､ そ して消費者同士 と い うようにす べ て の領域に広 がり ､ それ を前提と して経済活動
が開けて い る. エ レク トロ ニ ッ ク ･ コ マ ー ス ､ モ バ イ ル 端末の 活用によ っ て ､ バ
ー チ ャ ル
な市場と企業の形成が可能となる｡ すで に そ の いく つ かは具体的に出現 しつ つ あるo 従来
か ら蓄積された様式 の 上 に 築かれて い るため ､ 全く の 新規な形態とは い えな い が､ い く つ
か の 試みを経て ､ 従来とは根本的に異なる基盤に立 っ た生産 ､ 経営形態が指向され て い く
こ とで あろう｡
(3) 製造業に おけ る情報化 の進展
製造業に 見られる情報化に つ い て ､ 上 の 時期区分で行 っ た第三期か ら第四期
へ の具体的
な動 きは ､ C IM(Co mpu te r Integr ate d Ma n ufa ctu ring) と して 総括的に理解 できるo
c I Mは ､ ｢そ の 範囲と規模 によ り ､ 三 つ の 段階に大別 できる . 第
一 段 階は ､ 生産と販売 の
一 体化 ､ 又 は研究 ･ 開発と生産の 一 体化を中心と したシ ス テ ム で ある o 第二殺 陣 臥
一 歩
進ん で ､ 生産 ･ 技術 ･ 販売 を 一 体化 したシ ス テ ム と い える. そ して ､ 第三段 階は､ 生産
･
技術 ･ 販売か ら人 事や経理等の 経営管理 を含む シス テ ム+ である (新家
･ 星野 ､ 1 64 貢)o
そ して ､ そ れをさらに広 い範囲に広 げて 作り上 げる運営シ ス テム が ､ サプ ライ
･ チ ェ ー
ン ･ マ ネジメ ン ト (S CM) で ある o ｢供給連 軌 と呼 ばれ るように ､ 各部分 の 連結 の 合理
化 か ら ､ さ らに全体を見渡 した上 で の 最適化 を図ろうとする考 え方で ある (吉井､ 106
頁)0 B PR 3) の 手法を活用 して ､ 在庫削減 ､ 納期短縮 ､ 品揃え の 改善､ 商品 回転率 の 向
上 ､ 消費者 二 - ズに マ ッ チ した製品開発 ､ 経費節減 を目指 して い るo
c =M は ､ 企業間の 幅広 い つ ながり を重視 して い る とは い え､ 単独 の 企業 ､ ある い は強
力な中心企 業で 上流か ら下流まで の ほ とん どをカ バ
ー で きる場合 に ､有効性 を発拝できる o
それ に対 して ､ サ プライ ･ チ ェ
ー ン ･ マ ネ ジメ ン トは企 業や組織 の 壁を越えて ､ 全体最適
を目指 して プ ロ セ ス の無駄 を徹底的に削減する手法で ある｡ 受発注 の 電子化が達成され て
い る こ とが ､ こ の シ ス テ ム 稼働 の基盤とな っ て お り ､ また これ を管理する s c 凹ソフ トウ
ェ ア も登場 して広 まり を見せて い る｡ たとえば､ B ワo(Buil t to Orde r)方 式をとりなが
ら受注か ら納品ま で 一 週 間足らず で実現 して競争力を高めて い る コ ン ピ ュ
ー タ機器販売企
業な どがそ の 例で ある｡ (林正樹ほ か ､ l o衷)0
2 コ ア 業務の 代謝とア ウト ソ ー シ ン グ
情報化に伴 っ て ､ あた ら し い 生産方式とあた ら しい 市場が出現 して い く o これらに企業
組織と して 対応する過程が ､ 客観的に見ればフ レ キ シ ビリテ ィ
ー の拡大と い う ことにな る o
市場 の側面か ら見 ると ､ 従来の 資本主義的生産 の 下 では ､ 市場と いうもの は単に
｢想定さ
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れた 空間+ と い う性格 で あ･っ た も の が ､ リ ア リテ ィ ､ つ まり バ ー チ ヤ /レな実在性 を持 っ て
く るo ｢デジタ ル情報を 中心 と した バ ー チ ャ ル マ ー ケ ッ トは ､ 時間と空 間だ けで なく ､ 情
報 バ リ ア ー フ リ ー な社会構築に も ドライブ を かけて い る ｡ 誰 でもが自由にア ク セ ス 出来る
バ ー チ ャ ル 空 間は ､ 求める情報を い つ で も ､ どこで も引 き出す こ とが 出来る ､ フ リ ー ､ フ
ラ ッ ト､ フ レ キ シ ブ ル な 3F の社会変革 を促進する+ (野 々 山ほ か ､ 18 貢) の で ある ｡
活動主体の フ レ キ シ ブ ル な性格 の増大 は ､ 企業 の分野 で見 ると ､ 組織 が中心 に据 える活
動目標 の 面と ､ それ を実現する ため の諸資源 の調達と い う側面 に 分けられ る｡ 言 い換 えれ
ば ｢リ エ ン ジ ニ ア リ ン グ+ と ｢ア ウトソ ー シ ン グ+ が現在起こ っ て い る激 し い 変化の 中心
的内容 で ある o そ して ､ そ れ らを統 一 する経営方式が ､ ｢ナ レ ッ ジ マ ネ ジメ ン ト+ と い う
様式 で ある｡
(1) リ エ ン ジ ニ ア リ ン グとア ウトソ ー シ ン グ
企業活動は組織と 一 体となっ て進行する. そ して ､ 組織は活動 の各段階にふ さわ しい 形
態を とる こと を必 要とされ るo これ ま で は ､ 組織の 発展過程に即 した構造 の 形成と過程 ･
機能 と して の 対応と い う状況 で行 われ て き た から ､ 現在直面する問題 の 解決を ､ 新 し い 課
鰭 - の 挑戦と い う次元 - 重ね合わせ て 処理 され て きた ｡ と こ ろが ､ 技術 ､ 製品 の 発展 ､ 普
及 に伴 い ､ 市場が充満 した時点 で ､ 大きな変更 を企業組織自身に加える必要性が高ま っ て
きた ｡ 価値 の 源泉が モ ノか ら情報 - と移行 した時期が ､ そ れを促進 した｡ 従来 の 生産財を
扱う量産型企業が ､ シ ス テ ム 設計や ソ フ トウ ェ ア 開発と い う事業分野 - 進出 して い っ た ｡
これ ら の 現象は ､ リ ス トラクチ ャ リ ン グやリ エ ン ジ ニ ア リ ン グと呼ばれ て い るも の で あ
ある ｡ 前者は構造 の 大きな変化 と い う意味を含み ､ しか し同時に次 の安定期 を暗黙 の うち
に想定 して い る ｡ 後者 は ､ ひ とたび これ を開始する と ､ 今後休む こ となく こ の プ ロ セ ス を
追求 し つ づ けて い く こ とを含 ん で い る｡ 終わ り の ない 変化 で ある｡
リ エ ン ジ ニ ア リ ン グと は ､ ｢コ ア ビジネス の 抜本的な見直 しを行 い ､ コ ア 業務 の 代謝 を
劇的に促進させる こ と+ (花岡､ 4 3貢) と定義される ｡ これ まで ある企業 が担 っ て きた生
産領域にあまり拘束 されな い で新活動分野 に進 出する こ とを促進する ｡ そ の た めに は､ 正
確な予測と計算が行わ れて い る必要がある｡ 言い 換えれ ば､ 戦略的再組織化で ある｡ 近年､
こ の 過程は ､ 企業組織 の 内部と外部 の境界を見直すと い う戦略と して進行 して い る｡ 具体
的に い えば､ ア ウ トソ ー シ ン グ の 発想 であ る｡ 組織内外 の 区分を柔軟に 考え ､ そ して既存
組織 の 範囲を宿命的な存在と して 考えずに ､ 自由に設計 しよぅと い うもの で あ る｡ 組織運
営それ 自体に コ ス トが 生 じ､ そ れ を再吟味す ると い う理論 ( 取引コ ス トア プ ロ ー チ) が背
景に存在する ｡
ア ウ ト ソ ー シ ン グ に は ､ 請負型 と戦 略型 が あ る Q ｢請負 型 は ､ = s(Inf｡ r m at i. n
syste m s) 費用削減､ 事務所 の 空間 の 有効活用 な ど効率性の 向上 を主目的に して い る の
に 対 して ､ 戦略型 は新事業進 出 ､ 事業 の 拡大 ･ 縮 小 な ど有効性 の 向上 を 目的 と して い
る･+0 4)
日 本で は現在､ ア ウト ソ ー シ ン グが主と して雇用労働力 の領域 で活発化 して い る｡ 正社
員 ､ 非正規社員 と い う雇用関係 の 垣根 を取り払 っ て ､ た とえば派遣社員 の 活用が広 ま っ て
い る｡ 単純に当面 の コ ス ト削減 と い う観点 か らそれ は行われ て い るが ､ 次 の 課虜が潜ん で
い る点を指摘 して おく必要が あろう｡ つ まり ､ 関係特殊的ス キ ル の 度合 い で ある ｡ ｢外部
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労働市場に は関係特殊的 ス キ ル を教育訓練する機能が な い か ら ､ 関係特殊 ス キ ル が重要 で
必要 と される仕事を外部化す る こ とは難 しい ｡ ･ ･ ･ こ の こ とを無視 して仕事 の 外部化 を
した場合､ ｡ ｡ ･ 結果的に 高 い コ ス トを負担 しなけれ ばならなく なる可能性 があ る+ (尾
高 ､ 1 9 9貢)0
(2)ナ レ ッ ジ マ ネジメ ン ト
総合的な経営管理手法と して ､ナ レ ッ ジ マ ネジメ ン トと呼ばれる動きが広ま り つ つ ある｡
ナ レ ッ ジ マ ネジ メ ン トとは ､ ｢社員や組織が持 つ あら ゆる知恵やノ ウハ ウを ､ 知 的資産と
して 目に見 える形 で蓄積 ･ 共有 し ､ そ の 活用 を通 じて社員の 能力 を高め ､ 製品開発力 の根
本的強化や顧客サ ー ビス の 向上 などを実現する こと+ ( 林正樹 ほ か ､ 179 頁) で ある｡ マ
ネジメ ン トと呼ばれ て い るけれ ども ､ そ の 内実は管理 と いうより ｢ナ レ ッ ジ を有効に使え
る ようにする こ と+ が 目的で あり ､ ｢知識 の価値を最大化する こ とに よ っ て ､ 限られ た資
源 か ら の 価値 の創 出を最大化+ しようとす る (ア ー サ ー ア ン ダ ー セ ン ､ 1 9 9 9a ′ 4 8 頁)｡
組織 の 中で扱われ る関連する知識に は､ 暗黙知 と形式知 と い う区分が有効で ある｡ 前者
は個人的､ 主観的な知識 ､ 後者は組織的､ 客観的知識で ある ｡
を促進する こ とにより ､ 知識変換を図り ､ そ の過程 で共 同化､
達成 され る ｡ そ して ､ ｢個人 レ ベ ル で創られ蓄積された - ｡
通 じて 組織的に 増幅され ､ より高 い 存在 レ ベ ル で形 に される+
これ ら二 つ の 間で相互作用
連結化､ 表出化 ､ 内面化が
暗黙知が知識変換モ ー ドを
(野 中､ 1 0 8貫)｡ つ ま り
｢知識ス パ イ ラ ル+ が達成され る｡
これ を実行するた めに 組織の ナ レ ッ ジ の評価が必要となり､ そ の ため のナ レ ッ ジ ･ マ ッ
プ を どの ように作成する か がナ レ ッ ジ マ ネジメ ン トの ポイ ン トになる｡ 暗黙知 と形 式知 ､
ある い は 一 般知と特殊知 ､
‾
集団知と個人知 ､ 知識水準と収集源泉 (企業 の境界を越 えて い
る か) と か ら マ トリ ッ ク ス を作る手法 (林正樹 ほ か ､ 1 8 ト 1 8 3貢) などがある ｡ た とえ
ばグ ロ ー バ ル の 競争の もと でリ ソ ー ス を効果的に活用するため の 手法を標準化 したデ ー タ
ベ ー ス などが商品化され て い る (ア ー サ ー ア ン ダ ー セ ン ､ 1 9 9 9 b,2 6貢).
これ らは従来の 意味で の 経営管理 を越えて , もはや学術研究の 領域を含めて ､
一 般的に
調査研究を進めて いく手 法とほ とん ど重な っ て い る｡ 財 の 生産に価値の 源泉を置く 工業社
会 から ､ 知識 ､ 技術がそ の 源にな る知識社会 - の移行 を如実に示 して い る｡ これま で は ､
知 識 ､ 情報が財と して の 価値を見 い だされ て い たが ､ ナ レ ッ ジ マ ネジメ ン トはそ の 次 の段
階と して ､ 知識 の創出､ 活用そ の もの が活動 の 中心にな っ て い る の であ る｡
3 デジタ ル エ コ ノ ミ ー と ソリ ュ ー シ ョ ン戦略
(1) 新しい 経済環境
企業 の経営手法が大きく発展 するに つ れて ､ 経済活動全体 の しくみも変わり つ つ ある｡
物財とそ の 商品化と い う根本原則を基盤と しなが らも ､ それと は異な っ た枠組みも拡大 し
っ っ あるo ネ ッ ト ワ ー ク の 拡大と浸透を前提と した e ビジネス はそ の最初の形態で あり ､ e
ビジネス がカ バ ー する領域 の 拡大に つ れ て ､ 資本主義的経済活動からさらに発展 した新 し
い経済関係が構築される条件が創られ て い るo そ の
一 例が ニ ュ ー エ コ ノ ミ ー (プライ ス ウ
オ - タ - ､ 2 16 頁) と い う提案で ある｡ ｢過去 にお い て ､ 成功を大きく左右 した の は ､ 企
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業の 投資規模 ､ 立 地 ､ 物理的資産 ､ ある い は適地 で あ っ た ｡ 今 日､ こ の ような基準は ､ デ
ー タ ､ ナ レ ッ ジ ､ お よび シ ミ ュ レ ー シ ョ ン に と っ て代わ られて い る｡ 現在の 成功企 業 の 世
代は ､ デ ー タ を マ イ ニ ン グ し ､ そ れら を組み合わ せ て有益な情報 とナ レ ッ ジを生み出 して
い る ｡ さら に ､ こ の ような企 業は ､ それ ら の ナリ ッ ジを利用 して ､ サ プライヤ ー ､ 顧客 ､
ビ ジネス パ ー トナ ー と の リ レ ー シ ョ ン を管理 し ､ 新 しい パ ー トナ ー を求め ､ そ して 昔か ら
の パ ー トナ ー と協力する新 し い方駄を模索 し ､ 企 業間協力 か らネ ッ トワ ー ク型 の ビジネス
モ デ ル - と移行 し､ さらに効率よく効果的に オ ペ レ ー シ ョ ン を行 うた 捌 こ､ 適切なツ ー ル
とス キ ル を利用 して い るの で ある+ (プライ ス ウオ ー タ ー , 2 1 6- 2 1 7貫).
タ プ ス コ ッ トは同様 の 内容 をデジタ ル エ コ ノ ミ ー と呼ん だ｡ 彼 はデジ タ ル エ コ ノ ミ ー の
名 の 下 で発 展 して い く ため の 課題と して ､ 次 の 1 2をあげて い る ｡ 知識 ､ デジタ ル 化 ､ バ
ー チ ヤ リゼ - シ ョ ン ､ 分子化 ､ 統合 ･ イ ン タ ー ネ ッ トワ ー キ ン グ ､ ディ ス イ ン タ ー ミ ディ
エ ー シ ョ ン
､ 収赦 ､ イ ノ ベ ー シ ョ ン ､ プ ロ サ ン プ シ ョ ン ､ 即時性 ､ 国際化､ 不 協和音 ､ で
あ る
.
(タ プ ス コ ッ ト､ 1 2 8- 1 3 1貢)｡ 経済環境は ､ 不安定な状況はもちろ ん と して ､ 不調
和な状況にあるこ とを想定 して い る｡ 従来の 市場概念 か らすれ ばリ ス ク の 大き い状態で あ
るが ､ デジタ ル エ コ ノ ミ ー の 方針 か らすれば ､ それ はむ しろ ビ ジネス チ ャ ン ス と して の 価
値を持 っ て い る の で ある ｡
(2) ソリ ュ ー シ ョ ン と い うつ ながり
財 ､ サ ー ビ ス の 交換 と ､ そ れを統制する需要 ､ 供給関係 が ､ 従来型市場 の 内容で あ っ た ｡
そ こ で の 主要 な媒介物は価格 で あり ､ 価格を軸と して費用 ､ 利潤 ､ そ し て諸制度が複合 し
て ､ 経済活動が行われ て きた｡ これ か らの ニ ュ ー エ コ ノ ミ ー と呼ばれ る経 済活動で は ､ ｢ソ
リ ュ ー シ ョ ン+ と い う概念 が ､ 支配的な位置を し めるo ソリ ュ ー シ ョ ン 戦略 の 中で は , 坐
産側 が 一 方的に 財､ サ ー ビ ス を軽供する の で はなく ､ 顧客 の 要望 に添 っ た提案や提示 を行
い
､ 要求を満 足させ る . 財 ､ サ ー ビ ス の授受関係が相互的にな畠｡ ソリ ュ ー シ ョ ン 提案 の
場合 には ､ 従来型 の 商品提供 と同 じ側面 も存在するが ､ 顧客 の ニ ー ズ を先取り し ､ ま たそ
の ニ ー ズが経済活動 の機会 を触発する と い う点で ､ 新 しさを持 つ ｡ 物財 ､ サ ー ビス 提供者
の 側 の 事情 で生産が行われる と同時に､ 必要 に応 じて 生産が開始され ると い う意味 で ､ 顧
客が起業主体となる の で ある｡
ソリ ュ ー シ ョ ン 戦略は ､ バ ー チ ャ ル な経済活動空間と結び つ く ｡ ソリ ュ ー シ ョ ン営業戦
略で は ､ 営業担当者 に情報や知織を エ ン パ ワ ー メ ン トするた めに営業支援情報 シ ス テム と
い う企業内情報 シ ス テ ム が活用 され ､ ｢ヴァ ー チ ャ ル 営業戦略で は ､ ヴァ ー チ ャ ル ス ペ ー
ス で営業活動 を行うた めに www (wo rl d W i de Web) サ ー バ や電子 メ ー ル サ ー バ などの 企
業間情報 シ ス テ ム が 活用さ れ る+ (野 々 山ほ か ､ 1 2 4貢)｡ 対照的な形で 表現する と次 の
ようになる｡ ｢ソリ ュ ー シ ョ ン営業戦略は ､ 市場は従来 の タ ン ジ プル な市場 の まま ､ 製品
をソ リ ュ ー シ ョ ン と い うイ ン タ ン ジプ ル な輿晶 - と展開す る戦略 で ある . 一 方 ､ バ ー チ ャ
ル営業戦略は ､ 興品 は従来 の まま ､ 市場を バ ー チ ャ ル 市場と い うイ ン タ ン ジブ ル な市場 -
と展開する戦略+ ( 同､ 1 2 4貫) で あ る｡ ｢前者が極度に顧客適応 した製品 を顧客 に提供
す る戦略で ある の とは対照的に ､ 後者 に おける製品は ､ 規模 の 経済性 を生 か し低 コ ス トで
製造される標準化された製品で ある+ (同､ 1 2 6貢)0
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ト ヨ タ生産方式 にみ る 工で とフ レ キ シ ビリテ ィ
(1) ジャ ス トイ ン タイ ム と自働化 の 背景
ト ヨ タ生産方式の 特徴は ､ 様 々 なとこ ろで指摘されて い るとおり ､ ジ ャ ス トイ ン タイ ム
(J 工T)と自働化で あ る｡ こ の 方式 は ､ 現在で は大変合理的に 設計され た姿で存在するけれ
ども ､ そ して また ､ 完成された効率的 シ ス テ ム と して受け取 られ ､ 手本にするモ デル と し
て 用 い られて い るけれ ども ､ 歴 史的に はかな り制約され た条件 の 下 で ､ 試行錯誤 の結果 と
して 成立 した もの で ある｡ 現在､ この シ ス テ ム が情報機器手段 と結合 して ､ さらに整 っ た
制度とな っ て い る背景は ､ 実はき わめて特徴的な生産現場 の状況 と結び つ いた 実体の 存在
があり ､ そ こ で の 様々 な 工夫 の 結果な の で ある｡ 5) 情報化 は､ 理論的に し つ らえ られ
たシ ス テ ム と して で はなく ､ あく まで現実の 経験 の上 に 立 っ て 進行する と いう ､ 言い 換え
れ ば現実的条件の 一 例を ､ ト ヨ タ シ ス テ ム の 中に読みとる こ とが できる.
ジャストインタイム の 場合
こ の 方法の 神髄は ､ 組み立て 工程 の各段 階に ､ 必要な部品が必要 なときだ けに供給され
る仕組み で ある｡ 通 常見 られる生産工程で は ､ 作業の 余裕 をあらか じめ見越 し て部品在庫
を持 っ て い る場合が 一 般的で あるが ､ ジャ ス トイ ン タイ ム は ､ これを極小 にす る方式 で あ
る｡ そ の 出発は ､ ｢以 前職人的な仕事 の仕方が 一 般的な時代に ､ リ ー ドタイ ム が存在 した ｡
これ を ､ どうした ら合理化 で きる か と い う発想が起点で あ っ た+ (佐竹､ 4 4- 4 5貢)｡ 上
流工程 から下流工程 - と作業の プ ロ セ ス ､ そ して 仕事 の 主導権が移行 して い く の が
一 般的
で あ るが , ジャ ス トイ ン タイ ム は これを逆に して ､ 下流行程が主導権を持つ ｡ つ まり ､ 供
給サイ ドが需要側を規定する｡ ｢後工 程で の 機能 - の 前工 程で準備され る構造 の 適合化+
(佐竹､ 1 5 9貢) と い うこ とがで きる ｡ こ の ため の 手段 と して ､ ｢かん ばん+ が用 い られ
た ｡ こ の 方式 は ､ ス ー パ ー マ ー ケ ッ トの 買い 物方式に ヒ ン トを得て考案され た｡ そ して ま
た ､ それは ､ 材料 ､ 部品が常に 不足 して い る状況で の対応様式 で あ っ た の で あ る｡ 当事者
の 要約 に従えば､ ｢機能 へ の 構造 の適合化に よ る ム ダの 排除+ (佐竹､ 1 7 7貫) で あ っ た｡
自働化
か ん ばん を使用 した ジャ ス トイ ンタイ ム に は ､
■ぁる基本的原理 が ベ ー ス とな っ て い る｡
っ まり ､ ｢か んばん方式 は権限分散､ 現場移譲を意味 して い る+ (佐竹､ 9 9頁)｡ 問題 の 解
決を現場 の 工 員 へ 委ね ､ そ の能力を重視 し ､ 活用する . 具体的には
一 人 の 労働者による機
械の 多台持 ち､ 多工程持ちが普通 に見られ る｡ だか ら ､ ｢トヨ タ生産方式は ､ 資本制メ
ー
カ ー の 発展 原理 に反 して 労働能力に 依存する方式+ (佐竹､ 1 7 4頁) で もある ｡
ジャ ス トイ ンタイ ム を実行する際に は､ 仕組み の 側面 と同時に ､ それ を動かす人間 の要
素が大きな役割を担 っ て い る ｡ だから､ ジャ ス トイ ン タイ ム は制度の機能だけではなく ､
それ を動 かす当事者 の 力量 の 占める比重が大き い ｡ ｢トヨ タ自動車の 企業特殊能力は事後
的な構築能力+ (藤本 ､ 78 頁) と い われるゆえん で ある . それ は
一 方で ｢人間労働 の革命
をは らむ+ (佐竹､ 6 2頁) と同時に労働強化 - の 可能性も持 つ ｡ そ して ､ こ の ような両義
的側 面 を考慮に入 れた上 で ､ ｢か ん ばんは生産管理 の 自働化をもたらす+ (下川 ･ 藤本 ､ 1 6
貢) と いう指摘が 正確に理解で きる の である ｡
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以上 二 つ の 特徴に まとめ られる ト ヨ タ 生産方 式 の 歴史的由来 は ､事前に机上 で考え られ ､
設計され た合理性 を つ き つ めた シ ス テ ム と い うより は､ 制限さ れた条件 の 下 で 生産 を持続
しようとするた めに 行われ た ､ ｢必要に せ まられ た 工夫 の 結果+ で あ る｡ 具 体的に は ､ 生
産場面 で の 原材料不 足 と ､ 加 えて , 離職者が急増 した こ とに対する組み 立て ライ ン の 改善
(藤本 ､ 340 頁) がそ の 土壌 で あ っ た ｡ 生産 シ ス テ ム の発展 を考 える上 で ､ こ の 点は 常
に不 可欠な要因で ある｡ 純粋に理論的に設 計され た シ ス テ ム は ､ そ の まま の 形 で は期待 し
た効果 を十分に発揮する こと はで きな い こと を示 す 一 つ の 例 で あるo
(2) トヨ タ シ ス テ ム の 発展
ト ヨ タ か ん ばん 方式が確立 した の は ､ 1 9 6 5年頃で ある｡ そ して そ の後 ､ コ ン ピ ュ ー
タ が広 く導入 され ､ 上 でふ れた ようにト ヨ タ ｡ ネ ッ トワ ー ク シ ス テ ム と して ､ 生産 ､ 販売
管理 の シ ス テ ム が構築され る o か んば ん シ ス テ ム の I T化の 一 例は ､ ト ヨ タ自動車九州 に
み中れ る方式 で あ る｡ ｢電装 か ん ばん シ ス テ ム+ (九州 工場) とも よばれ ､ か ん ば ん シ ス
テ ム の 応用性 を示 して い る｡ 他方 ､ か ん ばん方式を支 える人的側面 と して は ､ ス キ ル の 育
成 ､ 管理 に特徴が見られ る｡ そ の概要を示すと ､ 以下 の 通り で ある｡
ト ヨ タ九州 工場は エ ン ジ ン ･ サ ス サブライ ン を含めて 1 0の ライ ン に分 かれ て い る ｡ -
ライ ン は組織図の 上 で の組 に 相当する ｡ 各ライ ン は常時 5台 ぐら い の バ ッ フ ァ を持 っ て お
り ､ これ で ライ ン の 流れが滞 っ たと して も ､ 5分く ら い は持ち こた え られ る状態にあ る｡
仕事 の 進め方と連携 で は ､ 作業 の ロ ー テ ー シ ョ ン とス キ ル 開発が特徴的で ある｡ 組の 中
で どの 作業を担当す るか を決め る の は ､ 職長 の判断で行 い ､ 通 常は ､ 2時間単位の ロ ー テ
ー シ ョ ン で 仕事 を行 う｡ これ を可能とするた め に ､ ｢班 の 作業 をまず全員が覚 える｡ そ の
次が組 の 中で この こ とを目指す｡
ロ ー テ ー シ ョ ン を頻繁に行うた めには ､従業員 の ス キ ル 管理 ･ 向上が必 要不 可欠 で ある ｡
そ の た めに ､ マ ン パ ワ ー ･ ス テ ッ プ ･ ア ッ プ プ ロ グラム が実施されて い る｡ そ して ､ そ の
一 環 と して ､ 各人が どの ス キ ル をマ ス タ ー して い る か ､ 一 覧表 の 形で職場に掲示され て お
り ､ 誰が どの 仕事 (役割)を担当で きる かが 一 目瞭然とな っ て い る o また ､ 職場ごとに ロ
ー テ ー シ ョ ン表も掲示され ､ 同 じ人が 同 じ仕事をず っ と続ける こ とはない 仕組み に な っ て
い る ｡ 6)
こ れ らの 仕組み を含め て構 築され た生産シ ス テ ム は ､ ｢自律完結組立 工程+ 7) と呼ば
れ ､ ト ヨ タ の 新組み立 て シ ス テ ム を代表 して い る. こ の 生産 シ ス テ ム は ､ - 方 で はバ ッ フ
ァ と い う余裕 を持た せ なが ら ､ 他方で ス キ ル と い う人的資源 の 効果的活用 を高め ると い う
方法 で ､ 成り立 っ て い る ｡
(3) モ ノ ､ 人､ 情報 の 結合
トヨ タシ ス テ ム の 持 つ 有効性 は様 々 な角度か ら指摘され てきた ｡ そ の 一 つ と して フ レ キ
シ ビリテ ィ が あげられ る｡ フ レ キシ ビリテ ィ とは ､ しば しば特定 の シ ス テ ム を取り巻く 環
境要 因によ っ て ､ 内部構造を対応させ て いく程度と して扱 われ て い る ｡ 適応 の 柔軟性と い
う意味が強く込 められ て い る｡ しか し､ すで に内部構造を確 立 して い る大規模 な企業組織 ､
生産基盤と い う観点か ら見ると ､ 頻繁 に内部構造を変えるこ とは リス クが大きく ､ し かも
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結果 の効率性 に欠 けると い う危険性が ある ｡ 8) 従 っ て ､ たと えばフ レキ シ ビリ テ ィ とは ､
｢シ ス テ ム の パ フ ォ ー マ ン ス (例えば コ ス ト競争力) が製品 の変化や多様化に よ っ て低下
しな い 度合い+ (藤本､ 3 5貢) と い う規定 の仕方に 見 られるように ､ 第三 の 基準 (しばし
ば潜在的) を設定 して ､ それ らの 関係 の総体と して考えた方が ､ 概念と して は有効で あ ろ
う｡ ト ヨ タ の 場合 ､ ｢ト ヨ タ 方式 の キ ー はフ レ キシ ビリテ ィ に ある の で はな い ｡ 規模 の 利
益 を前提に しなく とも独自の 利益源泉を持 っ て い る+ (佐竹､ 1 7 7貢) と いう総括は ､ こ
の考 え方と通ず ると こ ろで ある｡ そ の 源泉と は ｢ム ダ排除 に よ る原価低減+ (佐竹､ 1 4 5
育) で あ っ た｡
こ こ で の観点か ら ､ ト ヨ タ シ ス テ ム を総合的に評価をすると ､ それ は ｢連続化､ 結合性
の観点 から の 統 一 + と して述 べ る ことができるo ト ヨ タシ ス テ ム の ポイ ン トは ､ ム ダの排
除で あると広 く理解され て い る｡ そ して ､ こ の 発想が 固定的で はなく ､ 柔軟にほ か の要 因
と結び つ く ｡ 当初は原材料不足 の た めに これ を行 っ たが ､ そ の後は コ ス ト削減と結び つ き ､
さらに TQC (Total Qu ality Co ntr ol) とい う目的 - とつ な がる の で あるo 言 い 換えれ
ば ､ 一 つ 一 つ の ム ダに なる要因排除を積み重ねて い っ て ､ 目的を達成すると い うこ とで は
なく ､ より 主要 な要因を関連させ て ゆき､ 結果と して の ム ダの 排除を実現する の で あるo
そ し て ､ こ の結合関係は ､ 最終的に 物的 シ ス テ ム と人間と の 間で行われ る｡ ｢トヨ タ シ ス
テ ム は物的シ ス テ ム と同時に 関係者が共有するス キ ー マ あ るい は準拠枠+ (下川 ･ 藤本 ､
1 07 頁) とい う指摘は ､ こ の こ との 表明 で ある ｡ こ の 核となるも の が確立 して い る限り ､
状況に応 じて きわ めて柔軟な対応をとる こ とが可能とな っ たの で ある0
まとめ
(1) 情報共有 から情報創出 へ
生産活動領域 の 情報化 は､ す でに前で 見たように ､ 社会括動領域の 中で ､ も っ とも早く
に進行 した｡ 企 業行動は ､ 常に市場の 中で の 新 しい 分野 ､ 経営領域を追求 して いく こ とを
宿命 づ けられ て い るためで ある｡ 企業情報化の 内容を理解する上 で ､ 次 の ような見解は標
準的な見方で あろう. ｢企業の 情報化には二 つ の側面が ある.
-
つ は生産 シ ス テ ム ヘ の 凹E
技術 の 導入に よ っ て ､ 企業の 生産 ･ 流通過程を ME 化する ､ い わば ME 技術 の 生産的消費
の 発展過程と して の 側 面 (｢産業 の 情報化+) と+ い ま
一 つ は ､ M E 技術を媒介技術 とする
生産手段 の 生産､ 消費手段 の 生産 の発 展過程と い う側 面 (｢情報 の産業化+) である｡ (坂
本 ､ 2 0貢)｡ 産業 の 情報化は ､ 大きな枠組み の 中で位置づけれ ば新技術 の適用とい う形 で
の技術革新 の 流れ の 中にある. M E化はそう した流れ の 中で の
一 区分 と して 理解で きる o
そ して , 情報が財と して の価値を高めて いく に応 じて ､ それ を商品 と して活用す る ことは1
資本主義の 自然 の 流れ で ある｡ 9)
これ ら二 つ の 流れ を ､ ｢経験 の 情報化+ と ｢情報の 経験化+ の 具体的事例と して 理解 し
て おく ｡ 経験 の 情報化とは ､ 数量化 ､ 客観化を基礎と して ､ 人間が考え ､ 具体的に活動 し
て きた事柄を ､ 機械 の 作用 に代行させて き た過程 ( 犬塚 ､ 6 9頁) で ある｡ 企業組織内部
で の そ の 過程 は ､ 情報に関連する側面 に着目 して い えば､ ｢情報共有+ か ら ｢情報 の 制御
･ リ ン ク+ ｢情報 の 創生+ - と発展 して いく過程をた ど っ て い る . ネ ッ トワ
ー ク
,
が組織内
部で構築され ､ それがイ ン タ ー ネ ッ トと して組織外部と広く結合 し ､ 情報デ
ー タ ベ ー ス が
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蓄積されて ､ 情報 シ ス テ ム の 高次化がは か られて い る｡ そ して ､ ナ レ ッ ジ ･ マ ネジ メ ン ト
の 試みは ､ そ こ か らさら に進ん で ､ 新 しい 情報を創 り出す過程に すで に踏み込 ん で い る こ
と を示 して い る｡
(2) 情報化と フ レ キ シ ビリ テ ィ の 相互性
｢経験の 情報化+ は ､ 活動手 段 の側面と 同時に ､ 主体 の 面 で も進行する｡ 個人 の レ ベ ル
で見 た情報化 で ある｡ 企 業で は ､ 業務と管理 の情報化に よ っ て ､ 新 しい ス キ ル ､ 判断能力
が必要 とな る｡ これ ら に対応 した活動と能力 の 開発が重要性 を増 して く る で あろう｡ そ の
中心 は情報処 理の も っ とも 高次 の 段 階 と して の 判断 ､ 決定に 関わ.る能力 で ある ｡
1 0)
そ して ､ 情報が本来持 つ 伝達 ､ 共有 ､ 意味作用と い う側面で持 つ 大きな自由度に即応 して ､
個 々 の活動 を つ なぎ合わせ て新 し い 能力 ､ 活動形態 を生み 出す状況が発生す る｡ 経験の 情
報化と して 豊 かに な っ た蓄積 を利用 して ､ これ ま で とは こ とな っ た活動様式 ､ 活動 の 結合
方式が 可能 となる ｡ これ ら主体 の 側面 で の経験 の情報化が さらに進展する こ とに より ､ 柔
軟化 の 条件が創られ ､ 柔軟化 と い う局面 で ､ 手段 の側面 と主体の 能力 と の 間で の相互関係
が成り立 つ の で ある｡ こ の柔軟化 を巡 る相互 関係 は ､ 今 の と こ ろ ､ 活動手段 ､ 環境条件 か
ら主体 - の - 方向と して 強く現れ て い る.
従 っ て ､ 経験 の 情報化 か ら情報 の経験化 ､ そ して情報 の 創造 - と い う 一 連 の 流れは ､ 個
人 主体を取り巻く シ ス テ ム の領域 で急速に進ん で い る｡ 生産領域 で の 情報化 の 検討 で ､ そ
れ は明 ら か になっ た と思う｡ 資本主義 ､ こ れ を基盤とする産業社会 の構造的特徴もまた 同
様 の性格を備 えて い た｡ こ の 点で い えば､ 物 か ら情報 - と基準が変わ っ て も ､ そ の 変化 の
根底に存在す る原則 は前 の シ ス テ ム を引き継 い で い る｡ つ まり ､ 統制力 の 起点が ､ 相変わ
らずシ ス テ ム の側 に傾斜 して 分布 して い る｡ これ をシ ス テ ム を構成す る個別 の 領域 - 移行
させ る こ とが ､ 相互性 を備えた フ レ キ シ ビリテ ィ向上 - と つ なが る こと になる｡
注
1) 日本 では少 し遅れて 1 9 7 3年 に こ の政策が適用された｡
2) DN C(D ir e cted N umerical Co ntrol) ,C N C(Computeri2:ed Nume ric al Co ntr ol) を含ん だ意味
で こ の N Cと い う静を使 うo
3) B P R(Busin ess Pr oce s s Re engin e ering) とは ､ 作業手順や作業内容の 見直 しによる業務 の改善 を
指す｡ 現在で は特にゼ ロ ベ ー ス から出発 し､ 情報 シ ステ ム の 導入とつ なが る場合が 多い .
4) 花岡に よれば､ こ の区分は島田 (1 9 9 7) に基づ い て い る (花岡､ 5 6)o 請負型は ､ 費用対効果が 比較
的簡常に算出できるの に対 し､ 戦略型はそれが困難だという違いが あるo
5) T N S( トヨ タ ･ ネ ッ ト ワ ー ク シ ス テ ム) と呼ばれており､ 1 9 8 0年代以降本格的な構築が行われた o 1
9 7 0年代は業務個別ネ ッ ト ワ ー ク ､ 1 9 8 0年代は本社間ネッ トワ ー ク, そ して 1 9
●
9 0年代は分散拠
点間ネ ッ トワ ー ク の 構築が行われ ､ 現在は グ ロ ー バ ル ･ ネ ッ ト ワ ー クと して稼働 して い る ｡ ( 中島･ 各務 ､
7 2- 7 8貫)｡
6) 筆者の 聞き取りに基づく情報 ､ および藤本 ､ 344貢に よる｡
7) こ の 工程 の詳細に つ い て は ､ 藤本､ 3 07- 3 0 9真に述 べ られ て い る｡
8) トヨ タ自動車は ､ 1 9 89年 に大幅な組織改革を実施 し､ 課を塞 - 再編成 して 内部構造をおお ぐくり化
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し､ 併 せ て 組織の流動化をはか っ たo た だ し､ 課を実質的に廃止するとい うケ ー ス に比 べ れば､ そ れ ほ ど
極端なフ ラ ッ ト化 ではな い (野村､ 1 5 8貢､ お よび筆者の 聞き取りに よる)｡
9) 同様の こ とをやや詳 しく言い換えれば次の ようになる｡ ｢産業化とは機械化と商品化 に他ならない と述 べ
たが ､ そ の意味では ､ 第三次産業革命は､ 情報処理 ･ 通信 の機械化と商品化 の過程なの である ｡ 人 々 は ､
情報処理や通信の ため の機械の 生産 ･ 販売や､ 情報処理 ･ 通信サ ー ビ ス の提供を､ 新 しい 産業と して行う
ようになる+ (公文､ 2 1 9頁)0
1 0) 吉田は情報処 理過程を5 つ の変換過程 ､ つ ま り時間､ 空間 ､ 担体､ 記号､ 意味変換に分類 し､ ｢情報処理
機器 の 開発が ､ 脳細胞に の み可能で あっ た高度の記号､ 意味変換を機械化 ､ 自動化 しつ つ ある+ と述 べ て
いる｡ (吉田 ､ 1 2 4- 1 2 9頁)
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